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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期
第２四半期
連結累計期間

第50期
第２四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高 （百万円） 3,841 3,235 8,970

経常利益又は

経常損失(△)
（百万円）　 △24 △161 585

四半期純損失(△)又は

当期純利益
（百万円）　 △26 △129 307

四半期包括利益又は

包括利益
（百万円） △47 △109 285

純資産額 （百万円）　 1,895 2,061 2,199

総資産額 （百万円）　 8,738 6,930 8,335

１株当たり四半期純損失(△)

又は１株当たり当期純利益
（円）　 △6.93 △35.61 82.79

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円）　 － － －

自己資本比率 （％）　 21.7 29.7 26.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △76 769 631

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △132 △62 △143

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円）　 285 △880 △531

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
（百万円）　 1,052 751 923

　

回次
第49期

第２四半期連結
会計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

会計期間 
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)
（円）　 35.59 △6.13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第49期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　４．第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。また、第49期第２四半期連結累計期間及び第50期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２【事業の内容】

　当社グループは、当社と連結子会社２社及び清算手続き中の非連結子会社１社で構成されており、ケーブルテレビ施

設のシステムの最適化をはかることを目的としたケーブルシステム・インテグレーション事業を主な事業としてお

ります。

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における日本経済は、東日本大震災により大きく落ち込んでいた生産活動に持ち直し

の動きが見られるものの、電力供給不足の問題や円高の長期化が懸念されるなど、経済の先行きは依然として不透

明な状況が続いております。

　ケーブルテレビ業界におきましては、ケーブルテレビの加入者数が平成23年６月29日現在で2,643万世帯（平成

22年６月末の加入者数は2,500万世帯）となり、普及率は総世帯の49.4％になりました。また、ケーブルインター

ネットの加入者数も平成23年６月末には573万世帯（平成22年６月末の加入者数は537万世帯）と、順調に増加し

ております。

　このような状況下、当社グループは、FTTH（Fiber To The Home：光ファイバによる家庭向け通信インフラ）及び

HFC（Hybrid Fiber Coaxial：光ファイバと同軸ケーブルを組み合わせた伝送路システム）関連機器の提供を軸

とし、高速インターネットシステムやプライマリ電話システム、緊急地震速報にも対応可能な告知放送システム

等、ケーブルネットワークを有効活用する機器及びシステムの販売を展開してまいりました。しかしながら、震災

後の景気低迷と不透明な消費動向を反映して、ケーブルテレビ事業者の設備投資に慎重さが見られ、受注実績は前

年同期と比較して減少いたしました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高3,235百万円（前年同四半期比15.8％減）、営業損失168百

万円（前年同四半期は24百万円の損失）、経常損失161百万円（同24百万円の損失）、四半期純損失129百万円（同

26百万円の損失）となりました。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、751百万円と、前連結会計年

度末と比べ172百万円の減少となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は769百万円（前年同四半期は76百万円の使用）となりました。

　収入の主な内訳は、売上債権の減少額1,325百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少額386百万円であり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は62百万円（前年同四半期は132百万円の使用）となりました。

　収入の主な内訳は、定期預金の払戻による収入25百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支

出88百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は880百万円（前年同四半期は285百万円の獲得）となりました。

　収入の主な内訳は、長期借入れによる収入600百万円であり、支出の主な内訳は、短期借入金の純減額1,000百万

円、長期借入金の返済による支出405百万円であります。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

ありません。
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（4）研究開発活動　

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は150百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　当社グループの主要取引先はケーブルテレビ事業者であります。ケーブルテレビは多チャンネル放送サービスや

インターネット接続サービスの提供により成長してまいりましたが、放送のデジタル化に加え、通信分野における

ブロードバンド化の急速な進展などケーブルテレビを取巻く環境は大きく変化しております。一方、都市と地方の

情報格差是正のため、政府は「地域情報通信基盤整備推進交付金」をはじめとする様々な財政、金融支援及び税制

支援施策を実施し、ケーブルテレビ業界においても恩恵を受けてきました。このような経営環境の中で、ケーブル

テレビ事業者は施設の高度化など新たな課題に対応していくことが必須ではあるものの、政策の変化による資金

調達の影響や新技術導入時期の調整等により、設備投資が大きく変化する場合、当社グループの経営成績に重要な

影響を与える要因となります。

　ケーブルテレビの加入者数が引き続き堅調に推移していることから、ケーブルテレビ事業者の収益も向上してい

くものと思われ、また、改修及び新規設備投資としては必ずしも大規模ではありませんが、普遍的な流れとして施

設のFTTH化に向けられつつあります。

　しかしながら、この度の東日本大震災によって、ケーブルテレビ事業者の設備投資が見直される可能性や、部品の

供給不足等で生産に影響が出ることも懸念されます。

　当社グループにおいては、FTTH及びHFC関連機器の提供を軸として、告知放送システムでは新たに開発中の無線端

末、ケーブルインターネットシステムでは無線LAN及びIPv6に対応したケーブルモデム、棟内LAN向けにはスマート

ネットワークシステム（テレビ配線を使った高速インターネットシステム）等、ケーブルネットワークを有効活

用する機器及びシステムの販売に注力してまいります。

　また、平成23年７月24日正午には、岩手、宮城、福島の３県を除いてアナログテレビ放送が終了いたしました。当社

ではこれまでもケーブルテレビ事業者や共同受信施設のデジタル化をサポートしてまいりましたが、今後も残さ

れた未対策施設のデジタル化やアナログ設備の撤去工事などで、引き続きテレビ放送の視聴環境を支えてまいり

ます。

　

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析　

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、751百万円となり、前連結会計年度末と比べ172百万

円の減少となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、（2）キャッシュ・フローの状況に記載しております。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,735,120

計 11,735,120

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,033,780 4,033,780

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

（注）

計 4,033,780 4,033,780 ― ―

　（注）　平成23年８月29日開催の取締役会決議により、平成23年10月１日付で１単元の株式数を1,000株から100株に変更

しております。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額　

（百万円）

資本金残高　

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

　（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
― 4,033,780 ― 411 ― 386
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　山口　正裕 　名古屋市瑞穂区 703 17.43

　シンクレイヤ社員持株会 　名古屋市中区千代田2-21-18 465 11.54

　山口　正起 　愛知県春日井市 448 11.11

　シンクレイヤ株式会社 　名古屋市中区千代田2-21-18 395 9.79

　山口　美智子 　愛知県春日井市 94 2.35

　株式会社三菱東京UFJ銀行 　東京都千代田区丸の内2-7-1 90 2.23

　山口　修 　名古屋市西区 89 2.21

　山口　愛子 　名古屋市瑞穂区 80 2.00

　山下　良三 　大阪府高槻市 67 1.68

　株式会社十六銀行 　岐阜県岐阜市神田町8-26 60 1.48

計 － 2,495 61.86

（注）上記大株主の山口正起氏は、平成23年３月21日に逝去されました。なお、同氏名義の株式は平成23年９月30日現在
名義変更手続が未了であり、実質保有状況の確認ができないため株主名簿上の名義で記載しております。

（７）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

395,000
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,627,000
3,627 ―

単元未満株式
普通株式

11,780
― ―

発行済株式総数 4,033,780 ― ―

総株主の議決権 ― 3,627 ―

　②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シンクレイヤ株式

会社

名古屋市中区千代

田2-21-18
395,000 ― 395,000 9.79

計 ― 395,000 ― 395,000 9.79
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 964 773

受取手形及び売掛金 1,313 823

完成工事未収入金 1,745 911

商品及び製品 402 453

仕掛品 56 42

未成工事支出金 38 59

原材料及び貯蔵品 203 228

その他 229 324

貸倒引当金 △18 △14

流動資産合計 4,935 3,603

固定資産

有形固定資産

土地 1,554 1,554

その他 2,696 2,718

減価償却累計額 △2,174 △2,206

有形固定資産合計 2,076 2,065

無形固定資産 111 104

投資その他の資産

その他 1,212 1,155

貸倒引当金 △6 △4

投資その他の資産合計 1,205 1,150

固定資産合計 3,393 3,320

繰延資産 6 6

資産合計 8,335 6,930
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,050 749

工事未払金 380 301

短期借入金 1,000 －

1年内返済予定の長期借入金 667 668

1年内償還予定の社債 90 90

未払法人税等 38 5

賞与引当金 119 177

工事損失引当金 0 1

その他 304 285

流動負債合計 3,650 2,279

固定負債

社債 330 285

長期借入金 885 1,078

退職給付引当金 1,213 1,222

役員退職慰労引当金 50 －

その他 5 4

固定負債合計 2,485 2,590

負債合計 6,135 4,869

純資産の部

株主資本

資本金 411 411

資本剰余金 390 390

利益剰余金 1,502 1,344

自己株式 △107 △107

株主資本合計 2,197 2,038

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △19 △2

為替換算調整勘定 22 25

その他の包括利益累計額合計 2 22

純資産合計 2,199 2,061

負債純資産合計 8,335 6,930
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 3,841 3,235

売上原価 2,735 2,310

売上総利益 1,105 925

販売費及び一般管理費 ※1
 1,129

※1
 1,093

営業損失（△） △24 △168

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 5 7

為替差益 9 4

その他 6 8

営業外収益合計 21 20

営業外費用

支払利息 20 12

その他 1 1

営業外費用合計 22 13

経常損失（△） △24 △161

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 － 36

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

特別損失合計 12 37

税金等調整前四半期純損失（△） △36 △198

法人税、住民税及び事業税 2 2

法人税等調整額 △13 △71

法人税等合計 △10 △69

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △26 △129

四半期純損失（△） △26 △129
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △26 △129

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △13 17

為替換算調整勘定 △8 2

その他の包括利益合計 △21 19

四半期包括利益 △47 △109

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △47 △109
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △36 △198

減価償却費 74 80

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） △0 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） 48 58

退職給付引当金の増減額（△は減少） 41 8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △50

受取利息及び受取配当金 △6 △7

支払利息 20 12

為替差損益（△は益） 4 △0

固定資産売却損益（△は益） 0 △0

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損益（△は益） － 36

売上債権の増減額（△は増加） 128 1,325

たな卸資産の増減額（△は増加） △137 △83

仕入債務の増減額（△は減少） △208 △386

未成工事受入金の増減額（△は減少） 58 89

その他 △30 △71

小計 △20 809

利息及び配当金の受取額 6 7

利息の支払額 △19 △11

法人税等の支払額 △42 △35

営業活動によるキャッシュ・フロー △76 769

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △76 △6

定期預金の払戻による収入 － 25

有形固定資産の取得による支出 △36 △88

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △11 △9

投資有価証券の取得による支出 － △7

その他 △8 23

投資活動によるキャッシュ・フロー △132 △62
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 150 △1,000

長期借入れによる収入 600 600

長期借入金の返済による支出 △402 △405

社債の発行による収入 294 －

社債の償還による支出 △300 △45

自己株式の取得による支出 △33 －

配当金の支払額 △22 △29

その他 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 285 △880

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 69 △172

現金及び現金同等物の期首残高 982 923

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,052

※
 751
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給料及び手当 400百万円

賞与引当金繰入額 101百万円

退職給付費用 40百万円

研究開発費 156百万円

減価償却費 18百万円

賃借料 47百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給料及び手当 402百万円

賞与引当金繰入額 98百万円

退職給付費用 38百万円

研究開発費 150百万円

減価償却費 18百万円

賃借料 46百万円

貸倒引当金繰入額 △5百万円

２　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として

第４四半期に売上計上する割合が大きく、業績には

季節変動があります。

２　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として

第４四半期に売上計上する割合が大きく、業績には

季節変動があります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 1,140百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △87百万円

現金及び現金同等物 1,052百万円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成23年９月30日現在）

現金及び預金 773百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △22百万円

現金及び現金同等物 751百万円
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（株主資本等関係）

１　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 22 6 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金　

２　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 29 8 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化をはかることを目的としたケーブルシステム・

インテグレーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 6円93銭 35円61銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（百万円） 26 129

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 26 129

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,764 3,638

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在　株式

が存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　
平成23年11月８日

　

シンクレイヤ株式会社 　 　

取締役会 御中 　 　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　信勝　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　達治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンクレイヤ株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シンクレイヤ株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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